
2024年8月30日(金) 於 経済産業省別館１１階 １１１１各省庁共用会議室

（一社）埼玉県商工会議所連合会における

広域支援体制の構築と連携支援

(一社)埼玉県商工会議所連合会
広域指導員

中小企業診断士 黒澤元国

中小企業政策審議会中小企業・小規模事業者政策基本問題小委員会

資料５

長方形



2

1.埼玉県の広域支援体制について
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【設置の背景】

①経営支援を各商工会議所独自の方針で行っているため、実績にバラツキ。県連合会
(商工会議所、商工会)に、広域をサポートできる体制をつくり、全体の底上げを図る必要。

②経営支援人材の育成にはある程度時間がかかるため、（スポット的な専門家ではなく）
専任職員を人材育成にあて、ＯＪＴを通して指導能力強化を図る必要。

広域指導員(商工会議所・商工会各2名) ＤＸ推進員(商工会議所・商工会各2名)

※広域指導員は常勤2名(人件費補助)、ＤＸ推進員は非常勤2名(事業費補助)

2021年4月 広域支援体制がスタート

・各商工会議所で、経営指導員と帯同支援
・金融機関(信用金庫)の窓口において月例相談会も実施
・2021年度(474件)、2022年度(691件)、2023年度(707件)

・相談は経営革新、創業、事業承継、経営改善、事業再生、
など多岐にわたる。ＤＸ推進員と連携したデジタル支援も。

・広域指導事業活用後、経営革新支援等の高度な支援を独
力で対応できるようになった経営指導員が多数。

経営支援の実績

・中小企業相談所長向け研修(年4回)

・経営革新研修(年2日)

・スーパー経営指導員研修(年2日)

・各商工会議所において職員研修
・経営指導員との同行支援
・ＯＪＴ研修受入(年4名×各10日間)

・その他、事業者向けセミナー多数

人材育成の取組み

【設置の目的】 ①埼玉県内支援実績の向上、②経営指導員の支援スキルの向上
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2.広域支援の取組内容 (県内商工会議所における事例)

3

■川越商工会議所
広域指導員をフル活用し、経営指導員のスキル
アップに取り組む。支援の質が高まるにつれ、事業
者が口コミで他の事業者を紹介してくれるように
なった。
難易度が高い案件については、チームで対策を
考える仕組みもできた。補助金の採択率は民間コ
ンサルタントの実績を上回るまでに。

■川口商工会議所

1か月に2回、窓口相談日を設け、経営者と金融機関が来訪。コロナで経営

状況が悪化した中小・小規模事業者の収益力改善支援を図るため、コロナ借
換保証に伴う経営行動計画書の作成支援などを実施。川口商工会議所の経
営指導員は必ず1名以上帯同。支援プロセスをＯＪＴで学ぶ。

経営行動計画の実効性を高めるため、出口戦略でよろず支援拠点等とも
連携。計画作成から計画策定後のフォローまで切れ目ない支援を実施。

支援ノウハウの共有

こうした取組みが経営指導員のモチベーションを高め、自主勉強会が立ち上がる。商工会議
所、商工会の組織を越えて、意欲ある経営指導員が支援ノウハウ共有の研鑽を図っている。



4

3. DX推進員と経営指導員の相談対応・デジタルツール活用
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【商工会議所におけるデジタル対応】
・全国の商工会議所の事業を効率化するためのアプリケーションとして「TOAS(商工会議所トータルOAシステム)」がある。規模の大小問わ
ず全国の商工会議所で利用できるような仕様にとして開発され、約70％が導入済み。
・現在、日本商工会議所内にTOAS機能強化ワーキンググループが設置され、多様化する経営相談への対応力向上、経営支援ノウハウの共有
を図るためのTOASの機能強化を進めている。

レベル０
紙や電話、口頭での業務が
中心でＩＴ環境が未整備

レベル１
部分的なＩＴ化、システム
の利用有

レベル２
ＩＴを活用した業務効率
化に取り組んでいる

レベル３
ＤＸによる差別化、競争力
強化に取り組む意欲がある

・パソコンやスマホの導入、基本的なIT環境の整備
・マイナンバーカード、GビズID、jGrantsなど公的
システムの相談支援

・ホームページの基本的運用方法、キャッシュレス決
済システム、顧客管理システム、会計ソフト等の紹介
・導入したい内容が明確である場合の相談対応
・ベンダーの紹介

・既存ビジネスチャットツールなどを活用した業務効
率化提案、勤怠管理と給与管理の連携など複数のシス
テム連携やネットワーク構築による業務効率化の提案
・ホームページ、SNS広告などによる集客提案

・蓄積した顧客データの分析方法の提案
・ＩＴ活用による新商品・サービスの開発支援の提案
・企業の業務実態に合わせた独自アプリの開発を伴う
相談

窓口
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・
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4.埼玉県における広域支援の成果要因と今後の課題
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埼玉県における広域支援の成果要因

・法人格を有する連合会であり、組織体制が強固。単会ではなく、連合会に広域指導員が設
置されているため、広域支援をしやすい。
・広域指導員が経営指導員経験者で商工会議所の事情を熟知している。
・広域指導員はプレイヤーとして、支援業務に専念できる体制が構築されている
・同じ組織内にＤＸ推進員がいるため、高度な情報化支援が展開しやすい
・広域支援制度で個社支援をフォローすることで、単会は面的支援の時間を確保できる
・国、県、中小機構、よろず支援拠点、地域金融機関等と連携支援を進めている

広域支援事業実施上の課題・悩み

・補助金支給額が少ないため自己財源の確保をあわせて考えなければならない
※参考 広域指導員1人あたり人件費補助約611万円、ＤＸ推進員1人あたり事業費補助約320万円

・広域指導員2名で県内全域の支援をカバーするのは相当ハードである。
・適材を継続的にどう確保するか(秩父商工会議所,草加商工会議所はエース級を放出してくれた)

広域支援事業の普及について(まとめ)

・受け皿となる連合会の機能強化(法人化含む)と財源確保は大きな課題
・適材を確保するためのインセンティブ制度(評価・報償等)の確立
・多様化・複雑化する経営支援の対応力向上(ＯＪＴを通じたナレッジの共有とデジタル化)

・よろず支援拠点等、他の機関との連携強化(総合性と専門性の融合)は必要不可欠



巻末資料



【自己紹介】 黒澤元国 （中小企業診断士）

大手流通会社、大滝商工会、秩父商工会議所を経て、2021年4月より、埼玉県商工会
議所連合会広域指導員。埼玉県内の事業者支援と支援担当者育成を行う。

■創業、経営革新、経営改善、事業再生、補助金活用支援実績は全国随一
■ローカルベンチマーク教育支援プログラム活用検討会委員(経済産業省)
■伴走支援の在り方検討会委員、中小企業の成長経営の実現に向けた研究会委員  

 中小企業のイノベーションに関する有識者検討会委員、中小企業収益力改善支援研究会委員
 はばたく中小企業・小規模事業者300社選定委員 など  (以上、中小企業庁)
■課題設定型支援人材の育成(OJT事業)スーパーバイザー(関東経済産業局)
■ 「地域サプライチェーン」に対する新たな経営支援の在り方検討会議委員(近畿経済産業局)
■中小企業における「無形資産」価値の可視化、見える化に関する調査研究事業委員
■よろず支援拠点全国本部サポーター(中小企業基盤整備機構)
■中小企業大学校 中小企業支援担当者向け研修（製造業支援、事業再構築支援）など
■経済産業省・中小企業庁職員向け研修「中小企業政策の在り方」
■中小企業庁主催「全国経営革新計画支援担当者向け研修」講師
■ベトナム中小企業支援担当者研修（JICAのプロジェクトでハノイ・ホーチミンに派遣）
■明治大学政治経済学部外部講師（地域創造総合講座・地域研究総合講座）
■自由民主党本部・内閣官房等で政策立案に向けた事例発表
■経営力再構築伴走支援シンポジウムにて支援事例を発表(2023年2月)
■経営改善普及事業60周年記念式典において「経済産業大臣表彰」を受賞

【ＴＶ・ラジオ出演】 
■ＮＨＫ日曜討論 2024年3月17日放送 「株価・春闘・成長戦略 今後の日本経済は」
■ＮＨＫクローズアップ現代 2014年7月28日放送 「地方経済はよみがえるか～企業再生の模索～」
■テレビ東京 クリックニッポン 2024年6月16日放送「中小企業の賃上げについて」
■ＢＳ11 山口義行の中小企業新聞 2013年6月26日放送   「Ｍ＆Ａの基礎知識と中小企業の戦略」
■報道リアリティーショー#アベプラ 2020年9月9日放送「コロナ倒産を経験した経営者が苦悩を告白」
■ちちぶエフエム  毎月最終金曜日 午後8時～   「黒澤元国の飲みに行こうよ!」
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2022年版中小企業白書(経営支援事例 (株)新井精密)
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【出所】 2022年版「中小企業白書」  Ⅱ-386

第2部 新たな時代に向けた自己変革力
第3章 共通基盤としての取引適正化とデジタル化、経営力再構築伴走支援
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2022年版小規模白書(ＯＪＴ支援事例 川越商工会議所)
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【出所】 2022年版「小規模企業白書」  Ⅱ-60

第2部 新たな時代へ向けた事業見直しと地域内連携
第1章 小規模事業者の事業見直し
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2023年版中小企業白書(ＯＪＴ支援事例 所沢商工会議所)
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【出所】 2023年版「中小企業白書」  Ⅱ-341

第2部 変革の好機を捉えて成長を遂げる中小企業
第3章 中小企業・小規模事業者の共通基盤

関東経済産業局官民合同チームと連携した伴走支援
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J-Net21 「経営支援の現場から」
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J-Net21 「経営支援の現場から」で広域
支援で関わった商工会議所等の取組み
が多数紹介される
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